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「通信・放送の総合的な法体系の在り方<平成 20 年諮問第 14 号>答申（案）」ついて、別紙の

とおり意見を提出します。 

 

 

 

 

  

 

 



別紙 

項  目 意  見 

１．法体系見直しの必要性 ・1p24 行目 

「・・通信業務用の設備を放送用に、放送用の設備を通信業務

用に」 

（１字追加） 

 

２．伝送設備規律 

 

・4p ②ホワイトスペースの活用の 4行目 

「・・、無線局の既存業務に混信等の影響を与えない・・」 

（4字追加） 

 

３．伝送サービス規律 ・9p 放送・有線放送の安全・信頼性の確保の 15 行目 

「（※）一定の設備（例：放送用周波数使用計画のプラン局以

外の小規模局設備は例外とする等）・・」 

（19 字追加） 

 

 


